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Ⅰ 目的 
  自然エネルギーを利用する上で潮流は、波力、風力

及び太陽光に比べ、その発現の規則性が極めて高いこ

とから、最も安定したエネルギー源である。 

  その安定した発現性から利用可能エネルギー量の

確定が容易であり、電源システム設計における安全率

を最小に設定出来ることから、適切な発電機容量及び

蓄電池容量の選定が可能となる利点がある。 

十分な発量が期待できる強潮流海域の灯浮標の基

数は、限られるものの、潮流を航路標識用電源エネル

ギーとして利用することにより、電源容量の向上が容

易に図ることが出来ること及び従来の波力発電や太

陽光発電に加え、電源種別の選択肢が多様化する。 
これにより、灯浮標に新たな機能追加する場合の電

源容量拡大に対応が可能となる。 
本研究は、同発電装置を開発し、実用化を図ること

を目的としたものである。 
   

Ⅱ 内容 

（１）概要 

本研究は、平成５年度から平成９年度まで行われた

潮流発電装置の調査研究の成果をもとに、検討を加え、

実用機の開発、試作、水路実験を経て実海域試験を行

い、データ収集と分析を行い、実用機の仕様確定の基

礎資料をまとめ、実機整備による実用に寄与したもの

である。 

平成 11 年度は、実用化を目指して、潮流発電装置

の改良設計を行い、第２号機の製作を行った。 

  また、これに併せて装置取付けに適切な標体と、取

付け方法について考察するとともに、海域実験場所の

潮流データを解析した。 

平成 12 年度は、明石海峡航路中央第二号灯浮標で

海域試験を想定した実用機の設計・製作を行い、平成

12 年 12 月の同灯浮標の全交換に合わせて、実海域試

験を開始し、発電データの収集を行った。 

  本試験は、平成 13 年 3 月末に発生したと推定され

る外的要因による水車損傷事故により中断したもの

の、期待以上の発電量が確認された。 

  このように性能面では実用化の目処が付いたもの

の、運用面では、本発電装置が水中に置かれることか

ら、外観の目視や機械動作の確認点検が困難である。 

平成 13 年度は、実用に際し、考慮しなければなら

ない重要な要素である保守点検に係る問題の解決を

目指し、通常、水中のある水車の外観や機械的動作の

点検について、現場での容易な点検方法の考案と点検

に使用する装置の設計を行った。 

平成１４年度は、航路標識整備事業により、明石海

峡航路中央第二号灯浮標に実機の整備が行われ、実負

荷へ電源供給する運用が行われることとなり、本発電

装置の長期使用における性能検証及び機能向上の検

討のため、ひとまず、同灯浮標の次期交換までの２年

間のデータ分析を行うため、データ収集と伝送のため

のシステムの考案と装置製作を行い、発電出力データ

の収集と分析を行った。 

   

（２）データ収集・伝送装置の検討 

今年度の研究目的である実海域における発電特性

分析のための潮流発電データについては、発電量を

把握する目的から、発電機出力電圧、電流及び周波

数を計測することとした。 

灯浮標における計測システムでの問題は、消費電

力とデータの回収方法であるが、今回の計測システ

ムでは、負荷として無視出来る程度の消費電力のも

のとしたことから、電源は、灯浮標の電源（蓄電池）

を利用することとした。 

データの回収についても、現場が遠隔地の洋上と

なることから、携帯電話によるデータ通信サービス

を利用して、定時毎にデータが試験研究センターに

おいたパソコンで受信出来るシステムを検討した。 

このため、データ収集（記録）と外部出力動作に

おいて、消費電力が微小なデータロガーを用い、デ

ータ伝送においても、パケット通信専用の携帯電話

機を利用して、発電データを電子メール化し、イン

ターネット経由で受信するシステムを構築すること

とした。 

また、発電機出力電圧は、発電機の三相交流電圧

を整流した後の直流電圧、電流は、シャント抵抗に

発生した電圧、周波数は、三相交流の電圧が 0V を境

に繰り返し変動することを利用して、パルス電圧と

して検出し、その繰り返し＝周波数として計測する

こととした。 

この周波数は、発電機の回転数と比例することか

ら、この計測により、潮流に対する発電機の水車の

起動状態が分かる。 



（３）データ収集・伝送システムの概要 

  同システムの検討の結果、次の図１のような構成

のシステムを構築した。 

本システムの概要は、潮流発電装置の充電制御器

端子に信号線を接続して、電圧、電流、周波数のデ

ータを一旦、変換器に入力し、データロガーの入力

レベルに変換して、データロガー内でサンプリング

しながら、一定時間の平均値の演算を行い、内部メ

モリに記録すると共に、外部端子へ出力する。 

このデータロガーは、データのサンプリング周期、

内部メモリへの記録周期、演算データの外部出力周

期及び計測データの演算式について、任意のプログ

ラムを書き込み動作させるものであり、プログラム

の容量にもよるが多少複雑な演算でも可能であり、

非常に汎用性が高い。 

また、内部メモリも 2MB の容量があり、比較的大き

なデータも記録可能である。 

データロガーの外部出力は、RS-232C で通信され、

このシリアルデータを直接、電子メール本文に書き

込む機能を有するデータメール変換アダプタ（以下、

DMA-S と）で電子メール化し、この電子メールをパケ

ット通信専用の携帯電話機（Do-Pa 電話機）で予め指

定したアドレスのパソコンあて送信する仕組みであ

る。 

この DMA-S の特長は、電子メールでデータ通信出来

ることであり、Do-Pa 電話機に接続して無手順通信を

行うプロトコル変換器は、他にも類似品があるが、

電子メールをサポートしていないため、データの送

信先は、Do-Pa 網と LAN 接続契約したネットワーク上

の端末に限定されるが、この DMA-S は、受信側にお

いて、専用のサーバも必要とせず、通常のインター

ネット接続の端末で送受信可能であり、簡易で安価

なシステムが構築出来る。 

また、DMA-S 本体の価格も定価で 5万円程度と安価

である。 

このため、受信側では、現在、一般的となったイン

ターネットへの常時接続により、データが随時受信

可能な状態となることから、送信（観測）側の通信

設定時間も自由度が増し、パケット通信量と通信料

金を勘案した経済的な設定が可能となる。 

今回の場合は、初めのうちは特に、発電装置の動作

状態把握を短い間隔で行うことが望ましいことから、

経済性も勘案しつつ、通信時間を優先して２時間毎

の通信時間とした。 
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         図１ 
（４） データ収集・伝送システムの仕様 

前述の（３）の概要で述べたシステムの仕様を述べ

る。 

システムの外観を写真１～２に示す。 

また、本システムの各装置の取付け状況を写真３～

５に示す。 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

写真１ データ収集伝送装置（全体） 
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        写真３      
 
 
 
 
   
 写真２ データ収集伝送装置（ｱﾝﾃﾅ除く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図３ 通信試験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真４ ﾃﾞｰﾀ収集・伝送装置 配置 

 

 
 

  
写真５ データ収集伝送装置の 
アンテナ部取付状況（やぐら部踊り場） 

 以上の図１並びに写真１～５に示したデータ収集・伝

送システムの構成装置の仕様を次の表１に示す。 
 

（イ） データロガー：C-CR510 
(CAMPBELL 社製 U.S.A) 

アナログ入力 3ch 
パルス入力 低周波 1ch 
デジタル I/O 1ch, RS-232C 1ch 
電源 DC12V 
消費電 ﾃﾞｰﾀ記録動作中 46mA、

演算処理中     13mA、 
休止中         1mA 

寸法、重量 70*175*45   450g 
 

（ロ） データメール変換アダプタ 
DMA-S(㈱ハネロン 製 大阪) 

機能 シリアルデータを直接 
電子メールに変換 

通信ポート RS-232C 
電源 DC5V、消費電流 50mA 
寸法、重量 135(W)*56(D)*35(H) 、

220g 
 

（ハ） Do-Pa 電話機 
（Mobil Ark 9601D NTT-DoCoMo） 
通信方式 PDC800MHz 

シングルパケット方式 
通信速度 9600bps 
DTE ｲﾝﾀｰﾌｪｽ RS-232C 
電源 DC5V、 

消費電流 320mA 以下 
寸法、重量 115(W)*56(D)*24(H)185g 

 
 また、潮流発電装置が整備された灯浮標及び発電装置

の外観を写真６～写真８に示す。 
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   写真８ 潮流発電装置 
 
Ⅲ 結果 
前述の３．（２）のシステムを使用してデータ収集の

状況は、次のとおりである。 

（イ） ２時間毎に電子メールで送信されるデータは、

計測開始の平成 14 年 12 月 13 日から平成 15 年 3
月 28 日までの間で、得測率 98%で概ね良好に受

信できた。 
（ロ） 一部に電子メールが受信されていない時間帯

があり、結果と欠測となったため、2％の欠測と

なったが、データ解析には支障のない回数である。 
原因は、特定できないが、メールサーバの障害

と推測される。 
（ハ） 受信データの中で測定項目の欠落などは無く全

て揃っている。 
(ニ） 受信設定時刻に対し、受信時刻が大幅に遅延す

る例は無かった。 
 以上の状況で受信出来たデータについて、電力の算出

を行い、潮流の流速推算データと合わせ図化した平成

14 年 12 月～平成 15 年 3 月までのグラフを図２～図５

に示す。 
これらのグラフにおいて、平成 14 年１２月の分は、

計測開始が 13 日からであり、それ以前のデータはない

ため、横軸の日数も省略した。 
 また、２月のグラフにおいては、途中の 3 日～16 日

まで発電停止のため、出力が零となっている。 
 ３月のグラフについては、データ整理の都合上、28
日までとなっている。 
 さらに、平成 12 年度までの研究成果を元に設計製作

された発電装置の実働効率がどの程度であるか、試験時

と条件が異なることから、確認する必要があり、当時の

発電量推算値と今回の実測データと比較した。 
電力は、計測された１０分平均値の電圧と電流の積を

1/6 として電力とし、１日分積算している。 
また、流速は、値が刻々変化するものであるが、便

宜的に日変化として表現するために１０分毎の絶対値

を１日分加算して、日毎の合計値、即ち、総エネルギー

の違いで変化を表した。 

       図２ 
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Ⅳ 結果の考察 
（１）概要 

12 月、1 月分のデータにおいては、流速の変化に同

調した発電が確認され、正常に動作していることが分か

る。 
２月の図化データにおいて、３日から１６日まで、電

力が零で記録されていることは、先に述べたが、これは、

実際に、この間、発電停止した状態が続いたものである。 
この原因は、発電停止確認後、水中カメラで調査し

たところ、大量の大きく成長した海草（藻）が発電機主

軸とケーシングの間に巻き付き、また、水車翼にも藻の

端部が接触して起動を妨げていたことが判明した。 
復旧のため、潜水作業を行う予定にしていたところ、

１６日から水車が回転し始めた兆候が記録され、１７日

からは完全に復旧した。 
これは、潮流、標体の動揺など物理的要因により、

自然に藻が外れたと考えられる。 
藻が絡む要因としては、水車の回転が停止している

か若しくは低速回転をしていた状態において、藻が接触

して巻き付き、その後、水車の回転上昇時に強く巻き付

くものと推測される。 
水車が一定速度で回転している場合は、接触したも

の対し、回転包絡面の接線方向へ押し出す力が働くため、

内側へ引き込むことはない。 
このため、流木や曳航索のように硬度や長さが大き

いもの以外は、絡むことは無いとの想定でいたが、今回

の事例を受け、何らかの対策を検討する必要があるが、

発生の確率や対策の費用を考慮しなければならないと

思量される。 
3 月のデータにおいては、10 日以降の発電量が低下

している。 
これは、計測システムのうち、入力変換器（ｱｲｿﾚｰｼｮ

ﾝｱﾝﾌﾟ）の電圧の計測値範囲拡大のため、同装置を交換

した後、計測される電流値が小さく、不安定となったこ

とに起因している。 
その原因は、今後の調査に委ねるが、正常の値では

ないと推測される。 
なお、同入力変換器を交換した理由は、それ以前に

おいて、発電出力が大きくなった時に、電圧も高くなる

が、この高い電圧の値が計測範囲(定格 0～15V、実測範

囲 0～18V)外であるため、正常に記録されないことが頻

発したため、この解消のため、２倍のレンジのものに交

換した。 
次に、今回計測したデータが、平成 12 年度の試験デ

ータに較べ、どの程度の効率で発電したか比較を図６に

示す。 
１ヶ月間すべて計測データが揃っているのは１月分

のみであるから、この１月分を比較することとする。図

６からは、今回の発電量は、当初の推算発電量に較べ、
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少ないことが分かる。 
比率は、68.8％である。 

         図６ 
 
１ヶ月分から、全体を判断するのは、適切でないが、

他の月においても同等の傾向にあることから、平成 13
年度に報告した推算発電量を下回ることは否めない。 

この原因は、２点考えられ、一つは、発電装置取付け

部の標体の形状及び水車を包囲する防護枠の存在が水

流の乱れを誘発することである。 
発電装置取付け部の標体形状の違いは、平成 12 年度

の実験では、標体の浮体下面に鋼板をコの字形にした座

に直付けしていたため、発電機周辺に乱流を誘発する要

因となる構造物が少ないことに対し、今回の装置は、維

持管理のための点検装置の外筒が浮体仮面から突き出

した形で存在し、水流方向に対し、直交する方向で壁面

が存在していることから、乱流を起こす要因となってい

る。 
また、水車の周囲を囲むような形状で防護枠（棒鋼）

が存在し、これも乱流を起こす要因となっている。 
実機での水槽試験が出来ないため、その影響度を定量

的に確認していないが、今後は、シミュレーションで推

算するなどの検討も必要があると考える。 
二つ目は、発電機の負荷の違いであり、平成 12 年度

の実験において試験した発電装置は、比較的消費電量の

大きい計測装置の電源として使用した蓄電池に充電し

ており、この蓄電池が常時、消費されているため、強潮

流時に発電出力が大きくなると、必ず、充電電流が一定

量流れ、結果、発電量も増加した。 
一方、今回の場合は、計測システムも消費電力が小さ

いこと及び灯浮標の負荷も大半が夜間のみ消費する負

荷であることから、蓄電池は常時、満充電状態であるた

め、充電電流も流れずかつ、蓄電池端子電圧も高くいた

め、発電側の電圧が低い場合は、負荷側へほとんど電流

が流れないため、発電電流として小さな値しか記録され

ない。 
また、 強潮流時に強制的に発電機が高回転するため、

発電出力が大きくなるが、発電装置の制御器には、蓄電

池電圧が一定以上になると、保護のため、ダミー抵抗へ

切り替え、電力を消費する仕組みがあり、この場合、発

電電圧、電流が一定値記録されることになるのであるが、

切り替わりの際の僅かな時間、一旦、無負荷状態となり、

さらに、出力端子電圧が高まり、計測エラーが生じてい

たものと推測され、記録されたデータは、レンジオーバ

ーを示す数値となっていた。 
構造にかかる発電効率の低下は、当初から予想してお

り、今回の検証実験で解析することとしてことであるが、

二点目の要因も加わり、予想より大きな低下となった。 
（２）推算データの計算 

推算データは、次の理論によってもとめたもの

である。 
（イ） エネルギー理論 

発電量の推算データは、次の理論で計算される。 

   流体の運動エネルギーＰは、次式で与えられる。 

      P AV=
1
2

3ρ  ‥‥‥① 

ρ：流体密度〔kg/m3
〕 

  Ａ：流れに垂直な断面積（掃過面積）〔㎡〕 

  Ｖ：流体速度〔m/s〕 

 理想水車が自然流から取り出すことのできる最大軸

出力 Pt maxは、次式で表される。 

      P AVt max =
8
27

3ρ  ‥② 

 ①、②式より、水車理論効率の最大値η t maxは、次式

となる。 

      η t
tP
Pmax
max .= = 0593  

 実際の水車では、水車出力係数（Power Coefficient）

CPとして表すので、水車軸出力 Ptは一般に次式で示さ

れる。 

      P AV Ct P=
1
2

3ρ   ‥③ 

 ③式より、理論的に潮流の有するエネルギーは、海

水の密度ρ＝1,025kg/m3
とすれば、流速１m/s（約

1.94Kt）で、流れに垂直な断面積１㎡当たり約 500Ｗで

ある。 
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 CP  の値は、水車により違い、プロペラ方式では 0.3

～0.4、ローター方式では 0.2～0.3 であるので約 100Ｗ

～200Ｗの水車軸出力が得られる。更に、③式より明ら

かなように Pt は流速の３乗に比例するので流速 2m/s

（約 3.88Kt）になると水車軸出力は、800W～1600W が得

られることになる。 

 ただし、この数値は、発電機の機械損失を含む発電

効率が考慮されておらず、実際の出力は、実験水路（回

流水槽）において発電特性を計測して求める必要がある。 

        P AV=
1
2

3ρ   

  ρ：流体密度〔kg/m3
〕 

  Ａ：流れに垂直な断面積（掃過面積）〔㎡〕 

  Ｖ：流体速度〔m/s〕 

（ロ）発電効率の推定 

平成 12 年度の実験において、連続して記録された期

間（平成 13 年 2 月 17 日 ～3 月 30 日 ）のデータを解

析した結果、次のようになった。 

・実験期間（記録計動作期間） 

 平成１３年２月１６日 10:36～ 

平成１３年３月３０日 12:33 

・発電出力記録期間  

   平成１３年２月１７日 04:40～ 

平成１３年３月３０日 19:19 

    974.65 時間（40.61 日） 

・実測発電量  

18,282.2Ｗ（18.2KW） 

発電量の計算は、１分間毎に記録された電圧、電量を

１分平均値として、その積を 1/60 値として総計したも

のである。 

・日平均  

   450.1W／日 

これに対し、この実験の発電出力記録期間の流速値か

ら発電量を求めるとつぎのようになる。 

計算は、（イ）エネルギー理論の項に示した③の式に

より、Cp=1 として水車軸出力を求め、この値と先の実

測発電量の比率を求めると、それが発電効率（水車効率

を含む総合効率）とな る。 

平成 13 年の当該海域での潮流の流速推算データは１

０分単位で算出していので、これを１０分間平均値とし

て考え、かつ、発電出力の発条生件である流速 1.2m/s

（2.33kt）以上を発電可能流速として計算した。 

・ 発電量   

588,713.5W（588.7KW） 

・ 計算対象流速発生時間  

    500.33 時間（20.84 日分） 

 ※記録計動作期間（平成１３年２月１６日 10:36

～平成１３年３月３０日 12:33）の流速が 2.33kt 以

上となる時間の合計    

・ 発電効率  

0.031 

      18282.2/588713.5=0.031 

この発電効率を以って、年間を通じての期待発電量

を求めるとつぎのようになる。 

・ 総発電量  

    171,382W／年（171.3KW／年） 

・延べ日平均発電量  469.5W／日 

・平均日発電電量   39.1ah／日 （12V 条件） 

・2.33kt 以上の流速発生時間の合計  

    4,495 時間（187.29 日分） 

 以上のことから、当該海域（明石海峡）において

は、発電可能流速の日時が５１％であるが、流速に応

じて大きな出力が期待されることが分かる。この推算

結果を日別及び月別にまとめたグラフの１月分を図

７に示す。 

        

            図７  
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図８  年間月別発電量 

 

図８は、明石海峡での月別の総発電量を示したもの

であるが、大潮の発生頻度が高い月は、当然ながら 

総発電量も大きいが、最大の月と最小の月の差は僅

かであり、最小月の発電量の総計は、最大月の総計

の 90%である。 

これも、年間を通じて規則性のある潮流が繰り返さ

れ、その流速の最大値も日毎では差が大きいものの、

月単位では、平均していることが分る。 

   

Ⅴ 成果・まとめ 

  測定開始から未だ３ヶ月余であるため、結論的なこ

とは述べる段階ではないが、現時点で推測出来たこと

としては、点検装置の外筒、防護枠の存在が発電効率

に影響に与えており、時期を経て、海洋生物付着が発

生した場合は、さらに効率低下が進むと推測され、そ

の程度を見極める必要がある。 

  また、藻の絡みの実例を鑑み、再度、絡み防止構造

の検討を要するが、現実的には、平成１２年度に設置

した試験装置の水車翼が、実験開始から４ヶ月目で一

部破損して強度低下の状態で２年間経過した後も同

じ状態であった事実から、少なくとも浮遊物の衝突は

無かったものと推測される。 

よって、今回の障害の件についても、極まれな事例

とも考えられ、今後の浮遊物の絡み等の発生率（頻度）

を確かめた上で、対策による発電効率の変化及び対策

の経済性を勘案して結論を出すのが適切と思慮され

る。 

  従って、今後も継続してデータを収集し、データ分

析を行い、海洋生物の付着状況と発電効率の変化を確

認し、長期運用のための維持管理の確実化を図るため

装置の改良の資料を得ることとする。 
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